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　　はしがき　　本稿は，平成23年12月 8 日開
催の財政経済研究会における，一橋大学国際・
公共政策大学院准教授 國枝繁樹氏の『税制改
革の課題』と題する講演内容をとりまとめたも
のである。ただし，一体改革素案の税制改革に
ついての記述は，同案公表後に加筆した。

1．はじめに

　本稿においては，税制改革の諸課題について
論じる。先進国の税制改革においては，財政再
建と経済格差是正が 2 つの最重要課題となって
いるが，政治の機能不全により改革が進まない
でいる。我が国においても，財政再建と経済格
差是正が税制改革の重要なテーマとなるが，や
はり政治の機能不全により財政再建策が実現し
ないでいる。特に消費税増税の政治的困難さが
大きな制約となっており，今後の税制改革もど
の程度の消費税増税が政治的に可能かにより決
まるところが大きい。そうした財政再建の第一
歩として，社会保障と税の一体改革素案が示さ
れており，本稿では簡単にその内容を論じてい
る。
　税制改革の実現のためには，政治の機能不全
の状態が改まり，超党派での検討が進められる
必要があるが，現時点ではそうした検討に至っ
ていない。超党派での合意を求めるため，本稿
では，まず筆者が提唱してきた世代間公平確保

基本法（試案）を簡潔に説明する。また，痛み
を伴う改革が先送りされる要因の 1 つとなって
いる怪しげな魔術的経済政策について考察する。
魔術的経済政策がなぜ政党に採用され，国民に
選ばれるかについても，新しい政治経済モデル
を用いて説明する。最後に，魔術的経済政策に
よる悪影響を避けるため，経済学者が果たす役
割について述べる。

2．先進国の税制改革の共通課題：
財政再建と経済格差是正

　リーマンショックから欧州を中心としたソブ
リン危機に世界経済危機の様相が変わっていく
中で，先進国における税制改革の課題も変わり
つつある。特に財政再建と経済格差の是正が喫
緊の課題となってきている。

⑴　先進国におけるソブリン危機と政治の機能
不全

　まずヨーロッパにおいては，リーマンショッ
クによる税収減少，財政刺激策，金融機関への
公的資金投入等により財政赤字が拡大した。そ
の後，ギリシャの財政危機を発端として，財政
基盤の弱い国において，ソブリン危機が発生し
た。各国における財政再建のための増税や緊縮
策についても国民の激しい反発を呼んだ。ギリ
シャ，イタリア等の各国では，ソブリン危機に
おいても，党派間の争いが見られ，首相が退陣
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した後，テクノラートによる政権が成立するな
ど，政治の機能不全による混迷が生じている。
ユーロ参加国による支援の在り方についても，
ドイツ・フランスと南欧諸国等の間での政策協
調が必ずしもうまく進んでおらず，欧州のソブ
リン危機は，政治の機能不全により深刻化して
きている。
　また，ソブリン危機は財政面での危機に留ま
らず，金融システムに悪影響が及んでいるのが
今回の危機の特徴である。欧州の主要銀行は
ユーロ各国の国債・地方債を大量に保持してい
たため，国債の信用不安により価格が低下する
と，金融機関の自己資本の毀損につながり，デ
クシア銀行のように破綻する金融機関も生じて
きた。このため，政府が公的資金投入の必要が
生じ，まずます財政赤字が拡大し，それにより
国債のさらなる信用不安が起こるというように，
財政・金融という 2 つの危機が複合的に絡みあ
い，スパイラル的に事態が深刻化している。
　米国においては，1990年代末にはクリントン
政権の下，財政黒字が達成されていたが，ブッ
シュ政権が9.11テロ以降，テロとの戦いのため
の大幅な軍事費拡大があったにもかかわらず，
高額所得者を中心に大幅な減税を実施したため，
巨額の財政赤字が発生した。さらに，2008年以
降のサブプライム・バブルの崩壊と金融システ
ムへの公的資金投入により，米国経済と財政は
きわめて深刻な状況に陥った。こうした状況を
引き継いだオバマ政権は，2009年以降，短期で
は景気刺激策を行うが，中長期的にはブッシュ
減税廃止等による高額所得者課税強化等により
財政再建を行うことを基本方針とした。こうし
た方針は妥当なものと思われたが，米国経済が
受けていたダメージは予想以上で，景気回復が
遅れる一方，財政赤字が急拡大するなど，ブッ
シュ政権が残した巨大な負の遺産の克服に苦戦
しているところである。
　もっとも，米国の税負担は，我が国同様にい
まだ低く，短期的には高額所得者への増税，中
長期的には（国レベルでの）包括的な消費課税

導入により，財政赤字抑制は十分可能であるが，
中間選挙において共和党が勝利し，下院を共和
党が支配するねじれ現象が生じたため，税制改
革が実現できない状況である。昨年夏には，債
務上限引上げ交渉が困難となり，米国において
もソブリン危機が発生した。とりあえずの合意
により，財政破綻は回避したものの，超党派で
行われている財政再建策の検討も難航している
状態である。
　もっとも，米国政治においては，大統領と議
会を支配する政党の異なる Divided Govern-
ment の状態は珍しい状況ではなく，過去にお
いては超党派での合意に基づき懸案を解決して
いくことが可能だった。実際，昨年夏の財政危
機においても共和党・民主党有力議員（ギャン
グ・オブ・シックス）の超党派の合意案が存在
していた。
　しかし，一切の増税を認めないティー・パー
ティー（茶会党）の存在により両党派の合意が
不可能になっている。ティー・パーティーは，
財政均衡を求めながらも，とにかく増税反対と
の主張である。米国保守派の増税反対の主張の
背景には，Grover Norquist の創設した保守的
税制改革支持団体の Americans for Tax Re-
forms の存在がある。同団体は，増税に決して
賛成しないとの誓約（Taxpayers Protection 
Pledge）に多数の政治家（主に共和党）に署
名をさせており，増税を含む超党派合意の形成
の大きな障害となっている。
　経済学的に考えて現実性のないティー・パー
ティーの主張が，米国財政赤字問題解決の障害
となっている状況は，米国の財政危機の帰趨が
世界経済全体に大きな影響を及ぼしうることを
考えれば，非常に問題が多い。我が国でも評価
の高い『国家は破綻する』の著者の一人である
Rogoff は，ティー・パーティーにつき，米国経
済を人質とする「テロリスト」として厳しく批
判している。米国においても，望ましい税制改
革のあり方につきある程度合意があっても，非
現実的な主張を掲げる政治団体によりその実現
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が困難になるという政治の機能不全が発生して
いる。

⑵　経済格差の拡大と反発
　グローバル化と IT 化の進展により，多くの
先進国において経済格差の拡大が進行した。
Atkinson, Piketty, Saez らによる研究は，デー
タに基づき先進国内の経済格差の歴史的な変遷
を分析し，特に英米においては，トップ 1 %へ
の所得・資産集中の傾向が顕著であったことを
明らかにした。また，リーマンショック後の失
業拡大は，多くの失業者を生み，経済格差の拡
大に一層拍車がかかった。その一方，欧米では
リーマンショックで破綻した金融機関に対し巨
額の公的資金の投入がなされたが，金融機関の
経営者らが非常に高い報酬を得ていたことが問
題視された。
　最近，注目を浴びている Philippon and Re-
chef（2008）等の研究は，米国において，同程
度の学歴を有する技術者の報酬との比較におい
て，金融機関関係者の報酬が1990年代以降，格
段に増加してきたことを指摘した。同程度の格
差が生じたのは米国では大恐慌直前の好況期の
みであった。この格差については，リーマン
ショク以前は，金融機関の経営者は非常に有能
であり，その能力に見合った適正な報酬との説
明が可能であったが，リーマンショック後に，
主要金融機関の経営者が判断の誤りを繰り返し
てきたことが明らかになると，彼らが一種のレ
ントを享受してきたのではないかとの見方も有
力になった。
　こうした経済格差の拡大を背景に，2011年 9
月に，ウォール街で“Occupy Wall Street”と
呼ばれる若者達によるデモ・座込みが発生した。

「我々は99%」をスローガンとした同運動は，
世界に拡大することになった。 1 %の高額所得
者への所得集中は，上述のように Atkinson, 
Piketty, Saez らの精力的な学術的な研究を根
拠とするもので，こうした運動を単純にポピュ
リズムとするのは適当ではない。

　ただし，経済格差是正のため，こうした運動
の一部に見られるように，グローバル化の抑止
を求めることは望ましくない。グローバル化に
より，貧困国を脱した国も多く，世界全体では
経済格差を縮小させている。また，先進国に
とってもグローバル化は経済全体のパイの拡大
をもたらすものであり，問題の解決策は税制等
を通じた所得再分配を強化していくことにある。
　“Occupy Wall Street”運動を生んだ米国に
おいても，既にオバマ政権がブッシュ減税廃止
を中心とする高所得者課税強化により，歳入確
保と経済格差の是正を図ろうとしているのは，
過去に國枝（2009）で説明したとおりである。
最近でも，この分野の第一人者による共著であ
る Diamond and Saez（2011）において，米国
の最適な最高税率は70%を超えうることが示さ
れている。世界屈指の富豪であるウォーレン・
バフェットも，自分の秘書の平均税率が，自分
の平均税率よりも低いことは公平ではないとし
て，高額所得者課税強化を支持している。バ
フェットの主張を踏まえた高額所得者への課税
強化案は，バフェットルールと呼ばれている。
しかし，こうした経済格差是正のための提案も，
ティー・パーティーの影響により成立せず，米
国内の経済格差は是正されないままとなってい
る。
　欧州においても，経済格差拡大が問題とされ
ている。このため，各国の財政再建策には，各
種の高額所得者課税が含まれている。
　また，金融機関課税のあり方も焦点の 1 つで
ある。欧米での金融機関課税の議論には 2 つの
側面がある。金融機関に投入した公的資金の財
源確保とともに，リーマンショックの原因の一
つと見られる過大なレバレッジを抑制する方策
も検討されている。前者としては，金融機関課
税が検討され，後者としては，法人税における
株式と負債の取り扱いの違いを税制する改革が
議論されている。また，投機的な金融取引抑制
および欧州の経済危機対策の財源確保の観点か
ら金融取引税導入が欧州諸国を中心に論じられ
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ている。投機的金融取引抑制の観点からは，
Kunieda（2011）が指摘しているキャピタルゲ
イン課税強化も重要と考えられる。

3．我が国税制改革の方向性

　他の先進国における，⑴財政再建のための増
税の必要性，および，⑵経済格差の是正という
2 つの税制改革の方向性は，我が国にもそのま
ま，当てはまる。

⑴　財政再建のための増税の必要性
　ソブリン危機に直面する欧米諸国と比較して
も，我が国の財政は最悪の状況にある。大量の
国債の多くは，国内金融機関に保有されており，
この点をとらえて，海外投資家の保有が多かっ
たギリシャ等の国債と事情が違うと指摘し，我
が国の財政に不安がないと主張する論者もいる
が，むしろ国債の国内金融機関による大量保有
は，欧州で見られたような財政と金融での危機
のスパイラルを招きかねない点に注目する必要
がある。すなわち，投資家が日本財政の将来へ
の危機感を高め，国債価格が急落した場合，大
量に国債を保有する金融機関の自己資本が毀損
する。金融機関の資本強化のために公的資金を
投入すれば，財政のさらなる悪化を招く。また，
公的資金の投入がなければ，貸渋り（場合に
よっては）金融危機が発生し，景気悪化による
財政状況の悪化を招く可能性がある。財政状況
の悪化は，日本国債に対する信認をさらに低下
させ，以下，スパイラル的に財政と金融の両面
における危機が深刻化することになる。
　欧州の場合には，ギリシャ等での財政危機に
対し，同じ通貨のドイツ等の，経済的な基盤が
比較的堅固な国の支援が，ある程度は実施・期
待されたが，そうした背景を持たない我が国に
おいては，外国からの強力な支援があるかは明
らかではない。また，IMF 等の国際機関も，
世界第 3 位の経済規模の日本に対する十分な支
援を行うほどの財政余力はなく，その支援には

限界がある。従って，我が国が欧州諸国のよう
な財政危機に見舞われた際のダメージは非常に
深刻と考えられる。
　こうした状況にもかかわらず，我が国の長期
金利は依然，低位にとどまっているが，これは，
我が国は，①消費税率が欧州の付加価値税率と
較べ， 5 %ときわめて低いことから，増税の余
地が大きいこと，②日本人の誠実かつ真面目で
あるとのイメージもあって，日本は当然，必要
な増税を行い，財政再建を推進すると思われて
いることの 2 つを背景にするものであろう。し
かしながら，現実には我が国においては，消費
税増税は非常に大きな政治的な労力を必要とす
るものであり，その時点の野党や与党内の反主
流派が消費税増税を政争の具として用いること
もあって，その必要性が明白なのにもかかわら
ず，先送りされてきた。我が国において，消費
税増税が政治的に困難であることが広く認識さ
れるようになれば，日本国債への信認が一気に
低下することも十分考えられる。その意味で，
我が国においても財政問題は政治リスクの問題
になってきている。
　従って，どの程度の消費税増税が政治的に可
能かが，税制改革のあり方を決める最大の制約
となる。

⑵　経済格差への対応
　グローバル化，IT 化，非正規労働者の増加
等を背景に，我が国においても経済格差が拡大
しつつある。高所得者についても，英米ほどの
すさまじいスーパーリッチへの所得集中が起
こっているわけではないものの，國枝（2011）
は1970～80年代等に比べ，スーパーリッチへの
所得集中が進んだ可能性を指摘している。高額
所得者の所得分布をパレート分布で近似した場
合のパレート係数の推計値が，1975～1982年の
平均で約2.5なのに対し，2003年の高額納税者
番付に基づいた國枝（2011）の推計では，パ
レート係数の推計は，約2.1と低下している。
低いパレート係数は，所得がより不平等なこと
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を反映しており，我が国の高額所得者の所得分
布において，スーパーリッチへの高額所得者へ
の所得集中が生じていることを示している。
　それにもかかわらず，我が国の税制を通じた
所得再分配機能は非常に限定的であり，OECD
諸国内でも最低レベルとなっている。従って，
欧米での議論と同様に，税制改革において，所
得の再分配機能をいかに回復させていくかが重
要な論点となる。

4．消費税増税の規模と税制改革

⑴　財政の持続可能性の回復が最優先
　現在の財政赤字を続けていけば，いずれ我が
国財政が破綻するのは明白であり，まず財政の
持続可能性の回復が最優先となる。プライマ
リー財政収支が赤字の間はもちろんのこと，均
衡化したところで，債務残高の GDP 比率の膨
張は止まらない。
　債務残高の GDP 比率の増加は，将来世代の
負担が増加することを意味しており，「財政的
児童虐待」がさらに深刻化していくことを意味
する。債務残高の GDP 比率の増加を止めるた
めには，少なくとも（金利－成長率）×債務残
高に等しいプライマリー財政黒字の確保が必要
となる。しかし，債務残高の GDP 比率のさら
なる増加を止められたとしても，債務残高の
GDP 比率が非常に高いうちは，大災害や経済
危機といった非常事態や金利の急騰等に対して，
脆弱であり，さらなる改善を図る必要がある。
　プライマリー財政黒字が（金利－成長率）×
債務残高よりも大きくなれば，債務残高の
GDP 比率は低下していくことになる。最終的
に，どの程度まで低下すべきについては，一概
には言えないが，過去の EU 基準では，債務残
高の GDP 比率を，60%に抑制することになっ
ていた。しかし，欧州のソブリン危機や我が国
の大災害等のリスクまで考慮すると，さらに低
い値が望ましい。（Blanchard〈2010〉, 國枝

〈2011a〉）

　2010年 6 月の財政運営戦略においては，国・
地方および国のプライマリー財政赤字の GDP
比につき，①2015年度までに2010年度の水準か
ら半減，②2020年度までに黒字化，③その後，
債務残高の GDP 比の低下を図るとされている。
このうち，2020年度までに黒字化の意味すると
ころが，単なる均衡化を意味するのか，（金利
―成長率）×債務残高と等しいプライマリー財
政黒字の実現を意味するのか，必ずしも定かで
はないが，③での債務残高の GDP 比率の低下
のためには，（金利－成長率）×債務残高を超
えるプライマリー財政黒字が必要である。

⑵　消費税率の引上げ幅により税制改革等の規
模が決定

　財政の持続可能性回復を前提とした上で，さ
らなる消費税の引上げ幅によって，可能な税制
改革その他の改革の項目が決まってくる。そう
した選択肢を提示した例としては，昨年の
IMF 4 条コンサルテーションにおける消費税の
引上げ幅とそれに必要とされる改革項目の表が
ある（同レポートの Table 2 ）。
　同表では，消費税率15%への引上げを基本ケー
スとしている。15%の場合，リーマンショック時
の景気刺激策の廃止に加え，所得税の課税ベー
スの拡大による増税と法人税率の 5 %の引下げ
が含まれる。歳出面では，非社会保障費（利払
いを除く）の名目額の凍結，公的年金以外の社
会保障支出額の増加率を 1 ～1.5%に抑制，年金
支給開始年齢の引上げ等による公的年金への一
般会計からの資金投入額の凍結といったかなり
厳しい支出削減措置が含まれている。
　同表では，法人税引下げを行わなければ，消
費税率は14%で済むとし，他方，公的年金以外
の社会保障支出の増加率抑制，年金支給開始年
齢の引上げ等による公的年金への一般会計から
の資金投入額の凍結といった支出削減措置が講
じられない場合には，消費税率18%が必要にな
るとしている。IMF の提案は一例にすぎない
が，今後の税制改革を検討するためには，この
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ように，消費税率の引上げ幅により，実行しう
る税制改革も決まってくることを認識する必要
がある。
　また，消費税増税を先送りすれば，公的債務
残高が増え，それだけ財政の持続可能性回復の
ために必要な消費税率が高くなることにも留意
する必要がある。特に，我が国の財政再建に対
する信認が低下し，長期金利高騰等の形の財政
危機に直面してから，財政再建を図ろうとする
場合には，持続可能性回復のための増税幅は非
常に大きなものとなろう。

5．一体改革素案に示された税制 
改革と課題

　本年 1 月 6 日に政府・与党社会保障改革本部
にて決定された社会保障・税一体改革素案にお
いては，今後の税制抜本改革の姿が示されてい
る。 税 制 改 革 の あ り 方 に つ い て は， 國 枝

（2010b）で論じたところであり，本稿では，
素案で示された税制改革案の主な税目の改革案
につき，簡単にその内容と課題を述べることと
する。

⑴　消 費 税
　消費税（国・地方）は，社会保障の安全財源
確保と財政健全化への第一歩として，2014年 4
月 1 日より 8 %へ，2015年10月 1 日より10%へ
段階的に引上げを行うと明記された。税率につ
いては，上述のように，財政の持続可能性が回
復されることが，今後の財政にとって最優先課
題であり，最終的には公債残高の GDP 比率を
低下させることが必要である。10%の税率では
財政の持続性回復に不足なのは明白だが，素案
では「第一歩」と明確に示しており，さらに，

「今回の改革に引き続き，少子高齢化の状況，
財政の状況，経済の状況などを踏まえつつ，次
の改革を実施することとし，今後 5 年を目途に，
そのための所要の法制上の措置を講じることを
今回の改革法案の附則に明記する」とされてお

り，さらなる消費税率引上げも含めた改革がさ
らに継続されることを示唆している。今後の法
案審議，さらには場合によっては選挙において，
10%を超す消費税率への引上げの可能性を否定
するような政治的なコミットメントが政府・与
党のみならず，主要野党からなされないことが
我が国の財政破綻を回避するためには重要に
なってこよう。
　消費税において問題とされるのが，低所得者
対策であるが，素案においては，低所得者に対
しては，消費税を充てることになる社会保障の
改革の中で，きめ細かい対策を講じるとともに，
社会保障・税番号制度の導入をにらんで，給付
付き税額控除の導入に向け検討を進めるとされ
ている。また，再分配に関する総合的な実現ま
での間の暫定的，臨時的な措置として，関連す
る論点につき検討を行い，簡素な給付措置を実
施するとされている。
　消費税の逆進性対策としては，軽減税率も考
えられるが，軽減税率（ゼロ税率を含む）には，
各財の消費選択に対する歪みを発生させ，経済
厚生を低下させること，同額の税収確保のため
にはより高い標準税率が必要となること，標準
税率と軽減税率の適用範囲を巡って様々な執行
上の困難が生じること，軽減税率を求める特別
利益団体によるロビーイングが税制を歪めるこ
と等の問題があり，望ましくない。（軽減税率
の問題点の詳細については，國枝（2010a）の
解説を参照されたい。）軽減税率の実施のため
には，インボイスの導入が不可欠であることに
も留意する必要がある。
　従って，消費税の低所得者対策としては，軽
減税率よりも給付によることが望ましい。ただ
し，素案で導入の検討が示されている給付付き
税額控除については，我が国では混乱した議論
がなされており，今後，きちんとした整理がな
されることが必要である。消費税の逆進性対策
として論じられるべきは，カナダの例に見られ
るような低所得者への還付制度である。共通番
号が導入されても，それにより低所得者の正確
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な所得把握が直ちに可能になるわけではなく，
カナダの例のように，一定の所得水準までは定
額を給付し，その後，ある程度，正確な所得把
握が可能となる所得水準以降，給付額を漸進的
に減少させていく方法が考えられよう。また，
高齢者については，別途，低所得者に対する基
礎年金の加算を行うことで，低所得者対策とす
ることも考えられよう。これに対し，給付付き
税額控除の代表例である勤労所得税額控除は後
述するように，本来，就労に対する補助金であ
り，消費税の逆進性対策とは関係がないことに
留意する必要がある。
　消費税に関連する項目で欧米では検討が進め
られているが，素案では言及されていないのが，
金融サービスへの消費税課税の問題である。金
融サービスの対価は，一部（例：ATM の利用
料）は明示的に示されているが，低めの金利し
か支払わないことで事実上，金融機関が対価を
徴収しているケースも多い。そうした金融サー
ビスについては，現在，消費税は非課税とされ
ている。この金融サービスの非課税は，過去よ
り理論家のみならず実務家の関心を集めており，
課税する具体的な方法についてもいくつか提案
がなされてきたが，執行コストが高く，実現し
ていない。（金融サービスへの消費税課税問題
の詳細については，國枝〈2008〉を参照された
い。）
　最近の欧米における金融課税強化の動きの中
では，金融サービスに直接課税する方法だけで
はなく，金融機関の付加価値（利益＋賃金）に
つき別途課税する金融機関税が注目されている。
この問題については，我が国においてはほとん
ど議論されていないが，消費税を巡る重要な論
点として，我が国においても論議されることが
望ましい。

⑵　個人所得税
　個人所得税の改革においては，所得再分配機
能の回復が重要なテーマであるが，素案におい
ては，特に高い所得階層に絞って，格差の是正

及び所得再分配機能の回復を図る観点から，一
定の負担増を求めることとされている。具体的
には，2015年分の所得税から，課税所得5,000
万超について45%の税率を適用するとされる。

（住民税と合わせると，55%となる。）
　國枝（2010b）において詳しく説明したよう
に，高所得者の所得分布の推計および課税所得
の弾力性の推計に基づき，最近の新しい最適所
得税理論による推計した最高限界税率は，ほと
んどのケースで現行の50%（住民税含む）を超
えており，高額所得者に対する税率引上げは理
論的にも支持される。ただし，高額所得者への
課税を強化しても，税収はそれほど期待できな
いことにも留意しておく必要がある。
　個人所得税を通じた所得再分配機能の回復の
観点からは，就労促進やワーキングプア対策と
して，勤労所得税額控除（EITC）の導入も考
えられる。勤労所得税額控除は，給付付き税額
控除の一種だが，限界税率が正である「負の所
得税」と異なり，限界税率が負であることが重
要な点である。限界税率が負であるということ
は，就労促進の補助金の性格を有することを示
している。
　最近では，税の労働供給への影響のうち，労
働時間等への影響は少ないが，就労選択（ex-
tensive margin）への影響は相対的に大きいこ
とがわかっている。従って，就労への補助金で
ある勤労所得税額控除が有効である。
　ただし，勤労所得税額控除は所得の正確な把
握が難しいことから，税額控除の不正受給問題
が発生するおそれがある。この状況は，共通番
号制度が入っても，大きくは変わらない。この
ため，イギリスのように，一定時間以上働くと，
定額給付がもらえるようにすることが考えられ
る。その場合，一定の所得水準を上回った場合
には給付額を逓減させていくこととなろう。な
お，低所得者の就労者が増加すると，均衡賃金
低下につながるおそれがある。最低賃金の設定
により，そうした事態を回避することが可能で
ある。（勤労所得税額控除および最低賃金の理
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論に関する説明は，國枝〈2011b〉を参照され
たい。）

⑶　金融証券税制
　金融所得課税については，素案においては，
2014年 1 月から上場株式の配当・譲渡所得等に
係る10%軽減税率を20%の本則税率とする措置
並びに，日本版 ISA の導入を図ることとされ
ている。
　金融証券税制に関する基本的な考え方は，國
枝（2004）を参考にされたいが，「貯蓄から投
資へ」との意味不明のスローガン（株式投資も
銀行預金も貯蓄であり，投資であると考えるの
が標準的な経済学の考え方）から，現代ファイ
ナンス理論に即した個人の状況に応じた「分散
投資」のための中立的な税制の構築に基本的考
え方を変更する必要がある。その際，いわゆる

「金融一体課税」は必ずしも中立的な税制では
ないことに留意する必要がある。中立的な金融
証券税制とは，法人段階・個人段階を通じて中
立的である必要があり，配当所得の二重課税調
整が必要である。
　また，中立的な金融証券税制は，時間を通じ
て中立的である必要があり，株式譲渡益課税の
凍結効果の悪影響を緩和する必要がある。さら
に，株式譲渡損の実現のタイミングを操作する
ことで租税回避が行われることを防ぐために，
各国税制と同様に株式譲渡損による控除に上限
を付す等の措置が必要となってくる。また，

「分散投資」自体の考え方がまだ多くの投資家
に浸透しないことに鑑み，確定拠出年金に付随
する投資教育を税制等により促進する必要があ
る。学生に対する投資教育も大切だが，成人に
対する投資教育はさらに緊急性が高い。

⑷　相続・贈与税
　所得のみならず，資産の格差是正の観点から
は，相続・贈与税の課税強化も税制改革の重要
なテーマである。一体改革素案においては，
2011年度税制改正法案に盛り込まれていた相続

税の基礎控除の引下げ等を通じた課税ベースの
見直し，最高税率の引上げを含む税率構造の見
直し等および直系卑属への贈与に係る贈与税の
税率構造の緩和，相続時精算課税制度の拡充措
置等につき，今後の一体改革の中で，その実現
を図るとしている。
　相続・贈与税についての基本的考え方につい
ては，國枝（2002）等を参考にされたいが，経
済格差が世代を超えて継続されることを防止す
るためには，相続税の強化はきわめて重要であ
り，最高税率の引上げや各種の軽減措置の廃止
等による課税ベースの拡大は評価できる。課税
最低限の引下げについては，國枝（2006）が指
摘した相続税について特別な政治経済学的な要
因を考慮しつつ，その影響を慎重に見極めてい
く必要があろう。
　贈与税については，過去においては相続税の
租税回避防止のために，禁止的な税率が設定さ
れていたが，最近の高齢化の進展により，相続
時には既に子も高齢になっている事例も増加し
てきている。生前贈与が子供の若い時期の流動
性制約緩和（例えば，住宅購入資金）に役立つ
ことを考えると，禁止的税率の弊害が大きく
なってきたと考えられ，このため，精算課税制
度が導入され，生前贈与と遺贈の選択に中立的
な贈与税制に変更された。
　しかし，生前贈与と遺贈の選択の中立性確保
を超え，生前贈与を促進することは，資産格差
を世代を超えて固定化することにつながり，不
適切と考えられる。特に孫に対する生前贈与ま
で優遇することは，きわめて問題が多い。すな
わち，英国等で相続税・遺産税等の資産移転課
税に対する租税回避の重要な手段として，親が
子をスキップして，孫に資産移転を図ることが
行われ，資産移転課税の資産格差是正機能に重
大な悪影響を及ぼしていることが知られている
が，今回の贈与税制の改革案はそうした税制上
の抜け穴を税務当局が自ら設定するもので，望
ましくない。景気対策の観点から，こうした改
正を行う必要があるとしても，一時的な措置と
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して講じれば十分であり，恒久的な措置とすべ
き必要性は全くないと考えられる。

⑸　法 人 税
　法人課税については，2011年度税制改正にお
いて，課税ベースの拡大とともに，法人税率を
4.5%引き下げる（2012年度から適用）こととし
ているが，東日本大震災に伴う復興特別法人税
が課税されるため，実際には2015年以降に実効
税率の引下げが実現することとなる。その後に
ついては，一体改革素案は，雇用と国内投資拡
大の観点から，今般の税率引下げの効果や主要
国との競争上の諸条件等を検証しつつ，新成長
戦略も踏まえ，法人課税のあり方について検討
するとしている。
　法人税と経済成長の関係については，限界税
率の引下げが投資促進にある程度，有効と考え
られ，また研究開発促進税制により研究開発が
活発化すれば，イノベーションが促進され，経
済成長に好影響を及ぼしうる。他方，平均税率
の引下げは，企業立地，企業の所得移転に影響
を与え，また企業投資については本来，平均税
率ではなく，限界税率が重要だが，企業の資本
調達が難しいなど，流動性制約が投資抑制要因
となっている場合には，平均税率の引下げが企
業投資に影響を与えうる。
　日本企業の現況を見てみると，国内投資には
引き続き慎重な一方，内部留保の蓄積が進んで
おり，流動性制約が企業投資の重大な支障とは
なっていないと考えられる。国内投資が求めら
れる一方，流動性制約があまり有効に利いてい
ないとすれば，投資減税の抑制分等を財源とす
る法人税率の引下げは，理論的には成長抑制的
な租税政策となる。標準的な企業投資理論によ
れば，限られた財源の中，国内投資を刺激する
ためには，平均税率の引下げよりも投資減税や
研究開発促進税制の方が望ましいこととなる。

（ただし，研究開発税制により我が国の企業の
研究開発費が増加しても，それが企業利益につ
ながっていないとの批判もある。その場合，租

税政策以前の問題として，日本企業の研究開発
が利益につながるものとなるように，日本企業
のガバナンスを改善していくことが必要とな
る。）
　法人税に関し，もう 1 つ重要なのが，株式と
負債の税務上の取扱いの均一化である。現行の
法人税においては，負債利子は課税所得から控
除できるが，配当は控除できないため，現行法
人税制は負債調達へのバイアスを生じさせる。
国際的には，リーマンショックの背景の 1 つの
過剰なレバレッジ（高すぎる負債比率）を生ん
だ 1 つの要因が，法人税における株式と負債の
税務上の取扱いの違いではないかと指摘され，
その是正が望ましいとされている。日本企業に
ついては，Kunieda, Takahata and Yada（2011）
が，企業の限界税率が高まると，負債調達が増
加することを実証研究で明らかにしている。
　その是正策としては， 2 つの方策が考えられ
る。 1 つの方策は，①米国財務省がかって提案
した Comprehensive Business Income Tax

（CBIT）に代表される負債利子控除の制限があ
る。この場合，課税ベースが拡大されるので，
その分，法人税率を引き下げることが可能にな
る。もう 1 つの方策は，キャッシュフロー課税，
Allowance for Corporate Equity（ACE）に代
表される配当（ACE の場合には，株主資本か
らの正常収益（normal return）に対応する金
額）を課税ベースから控除する方法である。こ
の場合，課税ベースがかなり縮小されるので，
もし同一の税収を確保しようとするならば，法
人税率の引上げが必要となる。
　このどちらの方策が望ましいかは，法人税制
のみでは決められず，資本からの正常収益に課
税をすべきどうかという税制全体の最も基本と
なる点の考え方によって変わってくる。Mir-
rlees（2011）が座長となってまとめた Mir-
rlees Review は，各分野の専門家にまずレポー
トを依頼し，そのレポートを踏まえて，Mir-
rlees Review として，望ましい税制改革のあ
り方を提言したものであるが，税制全体の最も
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基本となる正常収益の課税の是非については，
同分野の専門家でノーベル経済学賞受賞者の
MIT の Diamond 教授は正常収益の課税が望ま
しいとのレポートをまとめている。正常収益へ
の課税が望ましい場合は，負債利子の控除を認
めない CBIT のような方策が望ましいことにな
る。
　ところが，キャッシュフロー課税の提言で知
られるミード報告を継承する立場の Mirrlees 
Review は，Diamond 教授の結論を否定し，資
本所得については，正常収益は課税せず，超過
収益のみ課税を行うべきであるとのスタンスを
取った。（なぜ否定したかについては，Mir-
rlees Review の関連章に詳しく述べられてい
る。）この場合は，キャッシュフロー課税，
ACE 等の配当を課税ベースから外す方策が望
ましいことになる。従って，法人税制につき株
式と負債の取扱いの均一化の方策については，
資本所得課税のあり方により，決まることにな
る。（我が国において，Mirrlees Review にお
ける法人税の議論を紹介した論文の中には，こ
の点を理解していないものも散見される。）
　資本所得課税のあり方については，専門家の
間でも意見が分かれるところであり，今後とも
議論がなされようが，現在の我が国の税制は，
資本所得中の正常収益についても課税を行うこ
とを前提としていることから，負債利子の控除
制限により，法人税における負債と株式の取扱
いを均一化していくことが税制として整合的で
ある。従って，今後の法人税を巡る議論におい
ては，負債利子の控除制限により財源を確保し
つつ，法人税率を引き下げるという CBIT を念
頭に置いた改革を中心に検討が行われることが
望まれる。
　なお，課税ベースの拡大を伴わない法人税率
のさらなる引下げについては新たな財源が必要
とされるが，上述のように，消費税の大幅な引
上げにより財政の持続可能性を回復するのに要
する以上の財源が確保されなければ，実現の可
能性がないことを認識しておく必要があろう。

6．早期の税制改革実現の必要性と
その障害

⑴　早期の税制改革実現の必要性とその障害
　以上，一体改革素案における税制改革案につ
き概観したが，細部については問題がないわけ
ではないものの，10%への消費税率の引上げを
中心とした税制改革の基本的考え方は，財政再
建の第一歩としては，多くの専門家にとっても
異論のないものと考えられる。
　今回の税制改革の最重要課題は，消費税増税
により財政の持続可能性の回復への第一歩を踏
み出し，我が国財政に対する信認を確保してい
くことにある。欧米でのソブリン危機の深刻化
に鑑みれば，欧米諸国よりもはるかに深刻な財
政状況にある我が国に残された時間的余裕はわ
ずかであり，その早期実現が望ましい。仮に，
消費税増税を先送りしたところで，その分，公
債残高の GDP 比率が増加し，将来，財政の持
続可能性回復のために必要な増税幅がさらに大
きくなることを考慮すれば，我が国には財政再
建先送りという選択肢はないように思われる。
　しかし，我が国の現在のねじれ国会の中，消
費税増税には多くの困難が待ち受ける。欧米諸
国と同様に，我が国の税制改革にとって一番の
問題は，どのような税制改革が必要なのかがわ
からないことではなく，政治的な機能不全によ
り明らかに必要な税制改革が実現されないこと
なのである。その意味で，どのような政治メカ
ニズムにより必要な改革の実現が妨げられるお
それがあり，また，そうした障害を克服するた
めにはどのような方策が必要かについて検討す
ることが重要である。以下，政治経済学的なア
プローチを含めつつ，そうした課題につき論じ
ることとする。

⑵　超党派での協議・合意に基づく政策決定の
必要性

　一体改革は，非常に長期にわたり影響を持つ
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年金改革等も含んでおり，そのための財源であ
る消費税増税は，政権交代により制度が大幅に
変更されることがないよう，本来，超党派の合
意による決定が望ましい。しかし，我が国にお
いては，将来世代の負担を軽減するため，消費
税の導入・増税を提案した責任感のある政治家
が選挙で苦汁をなめるという事態が繰り返され
ており，野党にとっては，与党による消費税増
税提案は，政争の具としてきわめて魅力的であ
るのも事実である。
　政治経済学においては，危機を回避するため
に痛みを伴う改革が必要なことが，政治家も含
めた多くの人々の目に明らかであるのに，相手
の政党（あるいはその支持者層）に改革に伴う
痛みのうち，より大きな割合を押し付けようと
して，政党が争うことにより，問題が拡大して
いく状況について，Alesina and Drazen（1991）
の「消耗戦」モデルと呼ばれるモデルで分析が
なされている。彼らのモデルによれば，そうし
た状況で各政党が改革で合意するのは，現実に
深刻な危機が発生するまで先送りされかねない。
しかし，問題を先送りすれば，改革のコストは
大きく膨らむころになり，早期に改革を実施し
た場合と比較して，国民は何倍ものコストを負
担しなければならなくなる。そうした事態を避
けるためには，各政党に早期に超党派で危機回
避のための改革に取り組むことを余儀なくさせ
るような仕組みが必要となってくる。

⑶　世代間公平の確保の必要性
　現時点での超党派での消費税増税決定に反対
する論拠としては，前回の選挙において，現政
権党である民主党のマニフェストでは消費税増
税は謳われておらず，選挙の洗礼なしに，超党
派での政策決定を行うわけにはいかないとの主
張がある。
　一般に，国民と政治家は，プリンシパル－
エージェントの関係にあると考えることができ
るが，その場合，マニフェストは，エージェン
トたる政治家（政党）がプリンシパルとのいわ

ば委任契約を締結する契約条件であり，重要な
意義を有するのは確かである。しかし，その委
任契約は，経済学の契約理論にいう不完備契約
であると考えるのが適当であろう。例えば，東
日本大震災のような災害を事前に予想し，契約
に事前に書き込むことは不可能であり，全ての
状態に対する行動を契約に明記することは不可
能だとするのが，不完備契約の考え方である。
不完備契約においては，契約にない事項はエー
ジェントが全く行えないわけではなく，プリン
シプルの利害を勘案しながら，エージェントが
最善の行動を行っていくことが暗黙裡に想定さ
れている。従って，想定外の事態が生じたから
といって，一々，マニフェストを書き換えて選
挙を通じた国民の同意を得ることが絶対に不可
欠というわけではないと考えられる。
　さらに，本質的な問題として，財政赤字のよ
うに将来世代の負う負担に大きな影響を与える
政策については，通常の政策案件と異なり，重
要なステークホルダーは，「現在の」国民だけ
でなく，「将来の」国民も含むことがある。消
費税増税を先送りすれば，その負担は，将来の
国民が負担するが，まだ生まれていない（ある
いは幼くてまだ選挙権のない）将来世代は，各
政党のマニフェストに対して一度も同意したこ
とはない。
　その点に鑑みれば，将来世代に世代間公平の
観点から見て過大な負担が課される場合，将来
世代の立場に立てば，将来世代に過大な負担を
負わせるような政策はそもそも認められないも
のであり，各政党は増税等の措置を超党派で決
定し，財政的児童虐待を直ちに是正する責任を
当然負っているものと考えられよう。
　現在の政治システムにおいて，将来世代の利
益をどのように守るべきかについては，実は十
分な検討がなされてこなかった分野である。ま
だ生まれていない将来世代が自ら行動すること
ができない以上，将来世代の利益を護るため，
世代間の公平を確保するための仕組みが必要と
なってくる。
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⑷　超党派の合意を促す方策の必要性
　もっとも，我が国においては，自民党の長期
政権が続いていたこともあり，超党派での政策
決定の慣例が未だ定着していない。将来世代の
負担に係る政策につき，超党派での政策決定を
促すための方策も検討する必要がある。
　改革の先送りは将来世代の負担を増加させ，
世代間の公平の観点から認められないことを明
らかにする仕組みとしては，筆者がかねてより
提言している世代間公平確保基本法がある。次
節で，その概要を説明する。
　また，改革の障害の一つとして，現行の深刻
な財政状況にもかかわらず，痛みなしの解決が
可能だと主張する怪しげな魔術的経済政策の存
在がある。こうした魔術的経済政策が影響力を
持つ背景と，経済学者の役割につき，次々節で
説明を行う。

7．世代間公平確保基本法（試案）

⑴　将来世代への配慮義務の存在
　財政赤字の問題は，常に現在世代と将来世代
の利害対立の問題でもある。将来世代との関係
については，これまで環境問題との関係もあり，
経済学以外の場においても論じられ，現在世代
には将来世代への配慮義務があるとの考え方が
示されてきた。しかし，そうした義務の存在が
肯定されるとしても，我が国の現実の財政にお
いては，現在世代が巨額の財政赤字（および賦
課方式の公的年金）を通じ，巨額の負担を将来
世代に負わせている。親世代が利他的動機に基
づき，子の利益を真摯に考慮して早期の財政再
建を実行することは残念ながら期待できない。
このため，財政政策および社会保障政策におい
て，世代間の公平を確保するための枠組みを構
築することが必要となってくる。
　まず日本国憲法において，将来世代の人権が
どう考えられているかを検討しよう。日本国憲
法における将来世代の人権の扱いは必ずしも明
確ではないが，憲法前文においては，「われら

とわれらの子孫のために…」憲法を制定するこ
とが想定されている。また，憲法第11条後段に
おいては，「この憲法が国民に保障する基本的
人権は，侵すことのできない永久の権利として，
現在及び将来の国民に与へられる」と明言し，
基本的人権が現在世代だけではなく，将来世代
にも保障されることが明言されている。
　民主政においても，最終的に多数決で決定が
なされる以上，公共の福祉の名の下，少数者の
人権が侵される決定がなされる多数者支配民主
政となる可能性がある。この点を踏まえ，憲法
における人権規定の一つの意義を，多数決に
よっても侵害されない権利の保障に見いだす考
え方がありうる。その場合，憲法において，選
挙権を有しない絶対的な少数者である将来世代
の人権を保障することには，非常に重要な意義
があることとなろう。
　その意味では，日本国憲法においても，将来
世代に対する配慮義務が想定されていると考え
ることは意味がある。例えば，憲法第14条第 1
項の平等原則が世代内のみならず，世代間の公
平の確保も求めていると考えることができる。

⑵　世代間の公平確保の枠組み
　もっとも世代間公平確保が求められていると
しても，将来世代の利益が侵害された場合に，
それを是正する仕組みがなければ，有効ではな
い。次の 3 つの方法が考えられる。

①　司法上の救済
　憲法上，人権を守る通常の方法は，具体的な
権利を認め，権利侵害がある場合には司法を通
じ，救済するという方法である。これは，経済
学における「コースの定理」的なアプローチに
当たる。しかし，日本国憲法は，具体的な訴訟
を通じてのみ憲法判断が示される付随的違憲審
査制をとっており，現在世代が引き起こした巨
額の財政赤字により，将来世代の権利が侵害さ
れているとしても，存在しない将来世代が裁判
に訴えることはできず，将来世代を救済するこ
とはできない。
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②　選挙方法の改革
　将来世代に選挙権がないため，現在世代によ
る「世代間の搾取」が行われてしまうことに鑑
みれば，将来世代の代理投票がなされれば，将
来世代の利益も政策に反映されるのではないか
との考え方も出てくる。
　そうした考え方のうち，有名なものとして，

「ドメイン投票法」の名前で知られる投票法が
ある。これは，人口学者のポール・ドメインが
提唱したもので，将来世代のうち，投票年齢未
満の子供のために，親が 1 票を投じるという投
票法である。こうした投票法により，子供の利
益を政策決定に反映される狙いがある。
　また，現在世代の中でも，投票率が低く，今
後は全人口中の比率を減少していく若者世代の
利益が，政策決定に反映されるよう，世代別の
選挙区を設定する世代別選挙区の提案が，井堀
利宏東京大学教授によりなされている。
　これらの選挙法が実現すれば，世代間の公平
確保に資すると考えられるが，問題は現行憲法
上，そうした選挙法が認められるかである。最
高裁は，いわゆる一票の格差を巡る判例で，都
道府県にまず 1 票を配分する 1 人別枠方式を憲
法違反としており，過疎地の利益を特に国政に
反映させるために 1 人 1 票の原則から離れるこ
とは正当化できないとしている。こうした最高
裁判例を踏まえれば，特定の世代の利益を反映
させるための選挙制度の改正は現行憲法下では
難しいとの見方がある。（内閣府・経済社会構
想に関する有識者会議・財政・社会保障の持続
可能性に関する「制度・規範ワーキング・グ
ループ」第 1 回会合での長谷部恭男教授の発言
を参照。）

③　基本法による国の抽象的義務の存在の確
認

　将来世代の具体的権利は認めないものの，国
には将来世代への配慮義務があり，財政面にお
いても世代間の公平確保の責務を負い，その政
策において世代間の公平確保を図らなければい
けないという国の抽象的義務が存在するとの考

え方を取ることは可能である。ただし，現行憲
法においては，そうした責務が明確でないため，
基本法を制定し，国の世代間の公平確保の責務
を明確にすることが望ましい。
　将来世代への責務を基本法レベルで明確にし
た前例としては，日本の環境政策の根幹を定め
た環境基本法がある。同法においては，第 3 条
において「環境の保全は，・・現在および将来
の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を
享受する…ように適切に行わればならない。」
とし，さらに第 6 条は，「国は，前三条に定め
る環境の保全についての基本理念にのっとり，
環境の保全に関する基本的かつ総合的な施策を
策定し，及び実施する責務を有する」としてお
り，国が将来世代が健全で恵み豊かな環境の恵
沢を享受できるよう，環境保全のための基本
的・総合的施策の策定・実施の責務を負ってい
ることを明確にしている。国の世代間公平確保
の責務についても，同様に基本法において，明
確にすることが考えられる。

⑶　世代間公平確保基本法の制定
　世代間の公平を確保するために以下の内容の
世代間公平基本法を制定することが考えられる。

①　国の財政面での世代間公平確保の責務を
明確化

　まず，国が財政面での世代間の公平を確保す
る責務を負うことを明確化する。

②　世代間公平確保委員会（仮称）の設置
　世代間公平確保を確実なものとするため，将
来世代の利益を代表する組織（いわば「将来世
代の護民官のイメージ」）として，世代間公平
確保委員会（仮称）を設置する。将来世代の利
益を代表するという目的に鑑み，現在世代との
利益相反を避けるため，独立行政委員会として
の独立性を付与する。すなわち，世代間公平確
保委員会が行う世代間公平確保業務は，内閣の
指揮・監督に服さない。
　また，世代間公平確保委員会の委員について
は，内閣が自由に罷免できない等，その身分を
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保障する。ただし，内閣の行政権との関係で，
内閣は同委員会の委員の任命権および予算の編
成権は有する。

③　「世代会計」の作成と提出
　世代間確保公平委員会の行う世代間公平確保
業務の一つとして，同委員会は，毎年，「世代
会計」を作成し，国会に提出する。

④　将来世代の利益保護の観点からの意見・
勧告

　同委員会は，国の予算・重要施策につき，将
来世代の利益保護の観点から，内閣及び国会に
意見を述べることができる。特に，著しい世代
間の不公平が生じている，あるいは確実に生じ
ることが認められる場合には，その早急な是正
を内閣及び国会に勧告できる。

⑤　そ の 他
　同委員会は，世代間公平確保に資するその他
の業務を行う。

⑷　内閣府における検討
　現在，内閣府の経済社会構想に関する有識者
会議・財政・社会保障の持続可能性に関する

「制度・規範ワーキング・グループ」において，
世代間公平確保の考え方や方策につき議論が行
われており，筆者もその一員として議論に参加
している。また，同ワーキング・グループの下
に，世代会計専門家チームの会合が開催され，
公的な「世代会計」作成のための技術的な諸課
題につき検討が進められており，筆者も座長と
して検討に参加している。これまで，経済財政
白書等で単発的に世代会計が作成されることは
あったが，政府において，世代間公平確保の方
策や公的な世代会計作成につき今回のように
突っ込んだ議論が行われることはなかっただけ
に，今後の検討が期待される。

8．魔術的経済政策

⑴　財政改革を阻止する魔術的経済政策
　我が国において，消費税増税等の痛みを伴う

本格的な増税がなされてこなかった一因として，
消費税増税なしに財政再建が可能と主張する怪
しい魔術のような経済政策（以下，「魔術的経
済政策」）を主張する論者の影響がある。そう
した論者の主張は，経済理論あるいは実証研究
に照らして，正しい可能性が非常に低いものが
多い。Naïve な経済学者の中には，そうした怪
しい経済政策は自然と消えていく者と考える者
も多い。
　だが，先進国の実際の経済政策決定において，
魔術的経済政策の影響力は大きく，また理論的
に否定された主張が繰り返し現れることも多い。
　アラン・ブラインダーの1987年の名著『ハー
ドヘッド・ソフトハート』においては，経済学
者のマーフィーの法則として，「経済学者は彼
らが最もよく理解し合意がある政策につき最小
の影響力しか持たず，彼らが最も理解しておら
ず，合意していない政策につき最大の影響力を
持つ」と指摘し，前者の例として自由貿易政策
をあげ，後者の例としてサプライサイド経済学
をあげている。また，ポール・クルーグマンの
隠れた名著『経済政策を売り歩く人々』で述べ
られるワシントンの官庁エコノミストの言葉で
は，「（ワシントンの官庁エコノミストの）ほと
んどの仕事は，悪質なアイディアを排除するこ
とに費やされ，」「しかしながらそれは，いわば
ゴキブリをトイレに流してしまうことと同じこ
とで，遅かれ早かれ舞い戻ってくる」とされる。
残念ながら，こうした実態は，我が国において
も同じである。
　歴史上現れた魔術的財政政策としては，次の
ようなものがある。

①　Voodoo Economics と米国のレーガン
政権の第一次税制改革

　米国のレーガン政権第 1 期の税制改革を主導
した voodoo economics が有名である。税率引
下げにより経済成長が促進され，その結果，税
率引下げにもかかわらず，税収が増加し，財政
再建に貢献するというアーサー・ラッファーの
荒唐無稽な主張は，ウォール・ストリート・
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ジャーナルの編集者達の関心を呼び，アメリカ
ン・フットボールのスター選手から下院議員に
転身したジャック・ケンプ議員のような政治家
にも関心を持たれる。俳優出身ながら共和党の
大統領候補を目指していた当時のレーガン・カ
ルフォルニア知事は，この魔術的経済政策を採
用し，大統領候補としての政策として提案した。
　共和党内のもう一人の大統領候補ジョージ・
H・ブッシュ（ブッシュ前大統領の父）は，減
税で増収を図るという怪しい政策を呪術に例え，
voodoo economics（呪術的経済学）と命名し，
攻撃した。しかし，共和党内でも，また現職の
カーター大統領との大統領選でも，voodoo 
economics を提唱するレーガンは，現実的な経
済政策を掲げる反対候補に勝利し，大統領に就
任する・ホワイトハウスに参集した voodoo 
economics の信奉者達により，1981年に所得
税・法人税の大減税を内容とする税制改革が実
施されたが，失敗に終わり，米国財政は巨額の
赤字を記録するに至る。経済学者は元々，voo-
doo economics が前提とするような非常に高い
課税所得の弾力性を想定していなかったが，税
制改革後の実証研究でも高い弾力性は否定され
た。
　Voodoo economics は，魔術的経済政策が政
府の中心に入り込み，実施され，経済危機を招
く古典的な例である。魔術的経済政策は自然に
消え，政府の経済政策に影響を与えないという
Naïve な見方が間違っている事例は残念ながら
少なくないのである。

②　日本のポンジー財政政策
　我が国の例では，あまり認識されていないが，
小渕内閣の経済戦略会議で提唱されたポンジー
財政政策が魔術的経済政策の代表格であろう。
小渕内閣においては，後の財源措置を決めるこ
となく， 6 兆円を超える巨額減税等の積極的な
財政政策を行い，巨額の財政赤字を発生させ，
小渕総理が「平成の借金王」と自嘲するほどの
公債が積み上げることとなった。他の経済戦略
と併せ，その後の財政再建戦略が問題とされた

が，経済戦略会議で示された方策が，増税や歳
出削減によりプライマリー・バランスを均衡化
させれば，その後は，残された公債については
ポンジーゲームにより処理可能とする「ポン
ジー財政政策」と呼ぶのがふさわしい政策で
あった。その基本的な考え方は，竹中（1999）
において次のように説明されている。
　「それでは，どうすれば財政のサステナビリ
ティ（持続可能性）を回復することができるの
であろうか。一般に， 2 つの条件が必要である
ことが知られている。第 1 は，プライマリー・
バランスを黒字にすることである。第 2 は，名
目成長率を名目金利より高く保つことである。

（竹中〈1999〉，147-148頁）」
　プライマリー・バランスを均衡化させても，
本来であれば，その時点で累積している国債の
元利償還のための財源が必要になる。その場合，
名目成長率が名目金利よりも低いという通常の
想定の場合には，国債の元利償還を新たな財源
を用意せず，借換えを繰り返す「ポンジーゲー
ム」（または「ポンジースキーム」）を実行して
も国債の GDP 比率が増加し続けて，いずれか
の時点で破綻することになる。このため，現在
から将来にかけて，現在価値で見て，現在の国
債残高に等しいプライマリー黒字が必要になり，
増税幅も大きなものとなる。ところが，名目成
長率を名目金利よりも高い場合には，ポンジー
ゲームを実行して，国債残高が増加し続けても，
経済全体がそれを上回るスピードで成長してい
くので，国債の GDP 比率は低下し，財政は破
綻しない。竹中（1999）で示されているのは，
ポンジーゲームの実行で，本来であれば必要と
される数百兆円の財源を不要としようという非
常にハッピーな政策である。
　問題は，実はそうした「ポンジー財政政策」
は，我が国経済においても実行が不可能（ある
いは実行した場合，経済厚生が低下する）こと

（専門用語で，「動学的に効率的」という）が，
当時，既に確認されていたことである。1989年
に 発 表 さ れ た Abel, Mankiw, Summers and 
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Zeckhauser（1989）は，我が国を含む主要先
進国の経済が，動学的に効率的であることを確
認した。こうした実証研究を踏まえ，大学院レ
ベルの標準的教科書である Romer（2011）では，

「政府によるポンジースキームの可能性はだい
たい理論的な好奇心の対象にすぎない。動学的
に効率的でない現実的な場合においては，ポン
ジーゲームは不可能であり，政府は伝統的な

（現在価値で見た）予算制約式を充たさなけれ
ばならない」（筆者訳）と結論づけている。
　標準的なマクロ経済学の理解では現実的では
ないとされているにもかかわらず，ポンジー財
政政策は，経済戦略会議答申の今後の中長期的
な財政政策の方針として明記されることになっ
た。その後もポンジー財政政策は批判されるこ
となく，この魔術的財政政策の主唱者である竹
中平蔵氏は，小泉政権の経済財政諮問会議担当
大臣として，2000年代前半の経済財政政策の司
令塔となる。
　ポンジー財政政策の問題点が指摘されたのは，
経済財政政策の司令塔が与謝野馨氏に移った
2005年末のことである。いわゆる「金利成長率
論争」と呼ばれた論争がそれである。この論争
の本質は，ポンジー財政政策の可否にあり，そ
のため，吉川洋東大教授らは，2005年12月26日
の経済財政諮問会議において，マクロ経済学の
常識に反するものとして，ポンジー財政政策を
批判した。
　しかし，ポンジー財政政策への批判の遅れの
代償は大きかった。財政危機の深刻さを過小評
価させ，2000年代半ばの戦後最長の景気拡大期
という絶好の増税のタイミングを逃した我が国
は，ねじれ国会，そしてリーマンショックとい
う政治・経済上の困難の発生により，財政危機
が一層深刻化することになった。我が国におい
ても，魔術的経済政策が政府の中心に入り込み，
実施されることになったのである。

③　繰り返し現れる魔術的経済政策の例：
「無税国債」構想

　クルーグマンの著書では，悪質なアイディア

が排除しても，遅かれ早かれ戻ってくるという
ワシントンの官庁エコノミストの嘆きが紹介さ
れていたが，そうした繰り返し現れる魔術的経
済政策の我が国における代表例は，「無税国債」
構想であろう。
　「無税国債」とは，例えば利子に課税しない，
あるいは相続税を課税しない国債である。この

「無税国債」構想の支持者は，利子に課税しな
い，あるいは相続税を課税しないことによって，
通常の国債と比較して低金利での国債販売が可
能になるため，財政再建に資するとする。しか
し，そうした意見は，なぜ低金利での販売が可
能になるかを忘れている。すなわち，個人投資
家にとって，無税国債は，課税を回避すること
ができる分だけ，税引き後の収益が高くなるた
め，金利が低くても購入する。従って，合理的
な個人投資家と効率的な国債市場を想定すれば，
無税国債の通常の国債金利との金利差は，課税
回避分と等しくなる。国の財政サイドから考え
れば，金利低下で国債費が減少する分は，税収
の低下分と一致する。従って，国の財政にとっ
ては，無税国債は何の意味も持たないことにな
る。他方，課税回避に成功した高額資産家の税
負担が大幅に軽減されるため，所得格差・資産
格差を拡大させることになる。国家にとって全
く利益がない一方，経済格差は拡大する百害
あって一利なしと言える構想である。
　「無税国債」構想が浮上するたび，こうした
問題点が指摘され，同構想が実現したことはな
いが，それにもかかわらず同構想は党を問わず
繰り返し，提案されている。例えば，自民党内
では1997年の旧国鉄債務返済の財源，2001年に
は当時の麻生政調会長による日本再生ファンド
創設構想の財源として検討されている。また，
1999年には公明党が，中小企業の事業承継円滑
化のため，無利子非課税国債の導入を求めてい
る。（以上の例は，麻生内閣の安心社会実現会
議における渡辺委員提出資料〈2009. 4 .13〉に
基づく。）
　また，民主党においては，2010年の民主党代
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表戦において，小沢候補が無税国債に言及し，
また，2011年の民主党代表戦では，海江田候補
が無税国債に言及した。また，国民新党の亀井
代表も長年の無税国債論者で知られている。こ
のように，理論的には資産家の課税回避に貢献
するだけで，国家財政に寄与しないことが明ら
かな無税国債構想が，政党や有力政治家から繰
り返し，提案されているのが現実の政治である。
残念ながら，悪質なアイディアを排除したと
思っても，早かれ遅かれ現れるのは，我が国に
おいても同様のようである。

⑵　クルーグマンによる魔術的経済政策のプロ
モーターの分析

　上述のように，魔術的経済政策は繰り返し現
れ，痛みを伴わないハッピーな経済政策がある
と主張することで，痛みを伴う現実的な経済政
策の実現を阻害してきた。また，魔術的経済政
策自体が，経済問題を引き起こすことも多い。
このように，現実の政策形成においては，魔術
的経済政策の影響はきわめて大きいが，近年発
展してきた政治の経済学的な分析においても，
魔術的経済政策にだまされることなく，合理的
な判断を行う選挙民や政党が想定されているモ
デルが多かった。
　そうした中，一般向けではあるが，上述のク
ルーグマンの『経済政策を売り歩く人々』にお
いては，魔術的経済政策を売り歩く政策プロ
モーターにつき考察を行っており，大変，興味
深い。
　クルーグマンは，まずいわゆるエコノミスト
を，①学術論文を執筆し，自分や他の学者が間
違っていると考えることには発言を控える「ア
カデミックな大学教授」と，②一般人だけを対
象に，書き，話し，学者的な自制心によって妨
げられることなく，一般の人々が聞きたがって
いることを述べる「政策プロモーター」に分類
する。（この分類は，「大学教授」という肩書き
ではなく，むしろ行動様式に依存する。）残念
ながら，メディアで一般の人々の目に触れるこ

とが多いのは，後者の政策プロモーターである。
多くの魔術的経済政策の提唱者が，学者的な自
制心に妨げられない主張を行う政策プロモー
ターであり，政治家にとって非常に有用な存在
である。
　魔術的経済政策の中でも，特に経済学の常識
から離れたアイディアは，ある意味で，いわゆ
る似非科学（俗に「トンデモ科学」と呼ばれ
る）ものに近い。クルーグマンは，似非科学分
析の古典であるマーティン・ガードナーの名著

「奇妙な論理」を引用しつつ，そうした特に魔
術的経済政策の主唱者達の分析を行っている。
　ガードナーは，似非科学の主唱者達を奇人

（crank）と呼び，奇人は，正統派科学に賢明
とはいえない偏った方法で挑戦しようとすると
指摘する。ガードナーが現代の似非科学者の特
徴・傾向として指摘する中には，「彼（奇人）
は自分の発見をその道の認められた雑誌に送ろ
うとしない。あるいは送ったとしても，たいて
いりっぱな理由をつけて掲載を拒否される。多
くの場合，奇人はたとえ表面だけでも重要な研
究に似せた論文を書けるほどの知識をもちあわ
せていない。……だから奇人は孤独の道を歩ま
ざるをえなくなる。彼は自分自身が創立した組
織の前で演説し，自分が編集する雑誌し寄稿」
する（訳は，同書の市場泰男訳29-30ページ）。
　クルーグマンは，voodoo economics の主唱
者達が，学術雑誌ではなく，ウォール・スト
リート・ジャーナル紙や保守派の論客（ネオコ
ンの創始者ともされる）アーヴィン・クリスト
ルが創刊した雑誌「ザ・パブリック・インタレ
スト」を中心に自説を展開していたことを指摘
し，ガードナーのいう「奇人」との類似点を指
摘する。
　また，ガードナーは，奇人は偏執狂的な傾向
を有するが，それが露呈する一つの形としては，

「彼以外の人はすべてピント外れである。自分
の敵をまぬけ，不正直，あるいはほかのいやし
い動機をもっていると非難し，侮辱する。もし
も敵が彼を無視するなら，それは彼の議論に反
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論できないからだと思う。もしも敵が同じよう
に悪口で仕返しするなら，自分がならず者とた
たかっているのだという妄想を強める」（同書
31-32ページ）ことを指摘する。クルーグマン
は，voodoo economics の主唱者達が標準的な
経済学の立場から批判をする著名経済学者達に
対し，初歩的な過ちを犯しているとして非難し
たこと等を指摘する。また，奇人がならず者と
戦っているとの妄想を持つとの指摘の関連では，
クルーグマンは言及していないが，いわゆる

「陰謀論・捏造論」も似非科学（トンデモ科学）
の関連でよく取り上げられる。陰謀論・捏造論
の事例は枚挙に暇がないが，社会科学関連では，
ロスチャイルド家等の財閥陰謀論，ユダヤ陰謀
論等が昔から存在する。
　ガードナーの似非科学批判に基づき，魔術的
経済政策の主唱者達を批判するクルーグマンの
筆致は大変辛辣だが，米国のみならず，我が国
における魔術的経済政策の分析を行う有用な枠
組みを提供している。

⑶　インターネットの発展と魔術的経済政策
　クルーグマンの『経済政策を売り歩く人々』
での議論から我が国における魔術的経済政策に
ついて考察する前に，同書の刊行時（1994年）
より環境が変わった点，特にインターネット等
の普及の影響について見ておこう。

①　まっとうな経済分析への容易なアクセス
　インターネット等の普及の影響は幅広いが，
標準的経済学に基づくまっとうな経済分析の見
方の普及という点であれば，有能な経済学者ら
が自らのブログ等で時事問題につき経済学に基
づく分析を示すことで，一般の人々にとっても
まっとうな経済分析へのアクセスが容易になっ
たことがあげられる。過去にも時事問題につい
て，新聞，経済誌等のメディアを通じて，経済
学者の分析が示されてきたが，即時性に欠け，
またメディア側の取捨選択により取り上げられ
る主張が決まってくるため，経済学者が自ら主
張したい点を伝えられないおそれがあった。

　こうした経済学者の良質なブログが実際，ど
れほど人々の経済理解を助け，実際の政策に影
響を与えているかについては，あまり分析がな
かったが，最近の McKenzie and Özler（2011）
は，実際に彼らのブログを立ち上げ，その影響
を見ること等を通じ，経済学者のブログの影響
につき分析を行っている。彼らの研究によれば，
経済学者のブログからリンクが張られた論文へ
のアクセスが急増することを確認している。ま
た，ブログはそれを書いているブロガー及びそ
の所属機関の認知度を高める。さらに，ブログ
は，人々の政策に対する態度を変える可能性が
ある。こうした研究からは，経済学者の良質な
ブログが，まっとうな経済政策のために肯定的
な影響を与える可能性が示唆される。

②　魔術的経済学の容易な拡散
　McKenzie and Özler（2011）が取り上げて
いるのは，経済学者の標準的経済学に基づく良
質なブログの影響のみだが，実際には，ブログ
は，魔術的経済学の主唱者達にとっても，過去
にはなかった強力な意見の拡散手段を与えてい
る。ガードナーは，奇人が，自分自身が創立し
た組織の前で演説し，自分が編集する雑誌し寄
稿することを指摘したが，現実には，自らの組
織を創立したり，また自分の編集する雑誌を創
刊したりすることには相当の費用と時間が必要
であり，過去においては奇人がその怪しげな主
張を拡散することは容易ではなかった。しかし，
インターネット等の普及により，自らの主張を
掲げるブログを始め，怪しげな主張の拡散を図
ることはきわめて容易になった。
　また，ガードナーは，奇人が自分の敵をまぬ
け，不正直，あるいは他の卑しい動機をもって
いると非難し，侮辱する傾向にあることを指摘
するが，過去においては，奇人が非難・侮辱さ
れた主流派の論者に対する非難や侮辱を行って
も，主流派の論客には届かないことも少なくな
かった。しかし，インターネット等の普及によ
り，奇人やその同調者は，非難や侮辱を主流派
の論客に直接届けることが可能になり，ときに
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はそれは主流派論客のブログ等のいわゆる炎上
という形をとることもあるようになった。
　このように，ガードナーの指摘した奇人の特
徴が，インターネット等の普及でより顕在化し
やすくなったという側面も否定できない。

③　Twitter とスローガン政治
　Blinder（1987）は，上述の『ハードヘッド・
ソフトハート』において，実際は複雑で簡単な
答えが存在しないような問題についても，政治
的に取り上げられる提言は，しばしば，バッジ
やステッカーに載せることが容易な，過度に単
純化されたスローガンになることを指摘してい
る。現実の経済の問題は，もっと複雑であまり
に短いスローガンで説明できないことが多い。
しかし，過度に単純化されたスローガンの方が
政治的には一般受けしやすい。その結果，
Blinder（1987）は，複雑な説明を必要とする
まっとうな経済学ではなく，短い表現で説明で
きる魔術的経済学が政治的に採用されることを，
上述の経済学者のマーフィーの法則の一因とし
ている。
　現在においては，Twitter によるつぶやきが
非常に速いスピードでのメッセージの社会全体
への拡散を可能にしつつある。Twitter での
メッセージは，ミニブログという性格上，140
字内という非常に短いメッセージのみ許されて
おり，長く複雑なメッセージは適さない。この
ため，メッセージとしては，一般に短いメッ
セージが有効だが，Blinder（1987）がバッジ
やステッカーについて指摘したように，短い
メッセージは往々にして過度に単純化されたス
ローガンとなってしまい，結果的に魔術的経済
学や陰謀論の拡散に有利になってしまうおそれ
がある。

⑷　我が国における魔術的経済政策
①　我が国における魔術的経済政策

　我が国においても，本節⑴で述べたように，
ポンジー財政政策，無税国債等の魔術的経済政
策が登場した。また，「霞が関埋蔵金伝説」と

して知られる，特別会計の巨額の準備金を活用
すれば，消費税増税等は不要とする説も登場し
た。各党は，自らの政党であれば，より巨額の
埋蔵金を見つけ出せるとのいわば「財政的イン
ディ・ジョーンズ」のような主張を行ったが，
政権交代を果たした民主党は当初主張していた
ような埋蔵金は発見できず，管内閣・野田内閣
は，消費税増税が必要との結論に達している。
　これらの魔術的経済政策の背後には，政策プ
ロモーターが存在することが多い。そうした政
策プロモーターは，クルーグマンが指摘するよ
うに，学者的な自制心によって妨げられること
がないため，ある自説が標準的な経済学により
理論的・実証的に誤りであることが示されても，
自説の誤りを認め，訂正することなく，次の魔
術的経済政策に話題を移すのみとなる。そして，
新しい魔術的経済政策の提案が論破されれば，
また次の主張に移っていく。こうした次々と論
点を変えていくが，いつのまにか，既に誤りで
あると論破されたはずの最初の論点に主張が舞
い戻ってきていることも少なくない。いわば，

「トンデモ経済学の焼畑農業」とでも呼ぶべき
状況である。
　また，過去に経済学者により主張されたこと
があるが，その後の理論的・実証的な研究の進
展により既に誤りであることがわかっている考
え方を，政策プロモーターが持ち出すこともあ
る。そうした主張は一度は有力な経済学者によ
り唱えられたこともあるため，それなりの説得
力を有しており，一般の人々は惑わされやすい。
最近の事例では，内国債の負担に関するラー
ナーの主張がある。有名な経済学者であるラー
ナーは，戦時中，勃興しつつあったケインズ経
済学に基づき，赤字国債を財源とする財政政策
の活用を訴えていたが，これに対し，赤字国債
の発行は将来世代の負担になるとの批判がなさ
れた。
　これに対し，ラーナーは国内投資家に売られ
る内国債の場合，将来，内国債の償還が必要で
増税が必要だとしても，増税分は内国債の償還
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に回され，国内投資家の手にわたるため，内国
債は負担ではないとの反論を行った。こうした
ラーナーの見方については，1960年代には国債
の負担とは国債が発行されなかった場合との比
較で論じるべきであり，ラーナーの議論の国債
の負担の定義には根本的な問題があることが指
摘され，既に過去の議論となっている（詳細は，
國枝（2011c）の説明を参考されたい。）。しか
し，この時代遅れのラーナー流の国債の負担の
議論が，最近の我が国では巨額の国債を抱えて
も問題ないとの主張のために頻繁に用いられて
いる。
　こうした魔術的経済政策は，まだまともな経
済政策であるとの体裁をとろうとしているが，
最近では陰謀論のような経済理論を超越した主
張もなされている。

②　最近の魔術的経済政策の影響拡大
　もちろん，我が国においても，過去から理論
的・実証的に怪しい経済政策のみならず，経済
理論を超越した陰謀論のような主張は数多く見
られたが，そうした主張は，夕刊紙や週刊誌で
見出すことができても，現実の経済政策に影響
を及ぼすことはほとんどなかったように思われ
る。しかしながら，最近においては，理論的・
実証的に怪しい経済政策のみならず，経済理論
を超越した陰謀論までも現実の政策決定に何ら
かの影響力を持つようになってきている。例え
ば，昨年12月 7 日に母校・早稲田大学で講演し
た野田総理は，「環太平洋連携協定（TPP）の
話をすると『米国の謀略説』。社会保障と税の
一体改革の話をすると『財務省悪玉論』。入り
口のところで変な議論が起こる」との発言を
行ったと伝えられる（2011年11月 7 日時事通
信）。こうした陰謀論が現実の政策決定の妨げ
となることは，過去にはあまりなかったのでは
ないかと思われる。
　この背景には，我が国の政策決定メカニズム
の政策プロモーターに対する脆弱化が進んだと
の見方がありうる。クルーグマンの『経済政策
を売り歩く人々』の文庫版（2009）あとがきに

おいて，北村行伸一橋大学教授は，その一因と
して，政策決定の政治主導か進む中，「官庁エ
コノミストの立場は急速に失われ，その穴を埋
めるかたちで政策プロモーターが成長してき
た」ことを挙げている（同著文庫版451頁）。本
来，官庁エコノミストに代わり，まっとうな経
済分析を呈示すべき立場にはアカデミックな大
学教授が存在するが，「現実的な政策への大学
教授の関心はそれほど高くなく，多くの分野で
政策プロモーターが跋扈するようになってきて
いるというのが現実である。」（同頁）。
　さらには，最近の陰謀論のように，政策プロ
モーターの中でも質の悪い主張を行う論者の影
響力が増加してきたことも懸念される。
　怪しい経済政策のいくつかはある程度の専門
知識がなければ，その問題点を見抜くことが難
しいものもある。例えば，我が国では「金利成
長率論争」と呼ばれたポンジー財政政策の可否
の問題も，ポンジー財政政策の主張の誤りを指
摘するためには，マクロ経済学の大学院 1 年生
程度の知識（上述の Romer（2011）の教科書は，
大学院 1 年生向けの定番教科書である）が不可
欠である。例えば，2006年 2 月 1 日の経済財政
諮問会議では，2005年末の会合でポンジー財政
政策を批判された竹中総務大臣（当時）が，マ
ンキュー・ハーバード大学教授らの「財政赤字
ギャンブル」（ポンジー財政政策の別名でもあ
る）に関する論文の記述等を持ち出し，反論を
試みている。（もっとも，マンキュー教授らの
同論文は，結論で財政赤字ギャンブルの問題点
を指摘しているので，竹中総務大臣は自らの主
張が誤りであることを自ら説明していたことに
なる…。）
　標準的なマクロ経済学の立場からの説明を行
う吉川洋東大教授との論争を聞いた経済財政諮
問会議の議長である小泉総理は，「今日は高級
な議論を聞かせていただいておもしろかったけ
れども，あまり高級的な議論をすると一般国民
にはわかりにくい。今のような話はもっと事前
に調整してほしい。・・（中略）・・今日は非
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常に，私も少し高級になったような，頭がよく
なったような気がしたけれども，もっと頭の悪
い私でもわかるようにちゃんとやってくださ
い。」（2006年 2 月 1 日経済財政諮問会議議事
録）との発言を行っている。このように，専門
知識がないと誤りを見抜けない問題を，政治家
に判断させることには限界があり，政治家主導
が進む中，その点につけこみ，政策プロモー
ターらが跋扈することになったのである。
　もっとも，多くの経済政策については，そこ
までの専門知識がなくても，一般国民でも，あ
まりにうまい話はどこかおかしいのではないか
という常識的な判断から，魔術的経済政策につ
き信頼を置けないとの判断はできるとも思われ
る。そうした信頼の置けない魔術的経済政策を
提案する政党を国民がなぜ支持するのか，そし
て政党はどのような状況でそうした魔術的経済
政策を提案するのかについて，次節で考察して
みよう。

9．魔術的経済政策と政党

　これまで財政赤字拡大や改革先送りのメカニ
ズムについては，経済学者による分析が広く行
われてきたが，魔術的経済政策については，現
実の政治に重要な影響を及ぼすのにかかわらず，
ほんど分析が行われてこなかった。これは，合
理的個人を前提とすることの多い現在の政治経
済モデルで，正しくない可能性が強い経済政策
とはそもそも投票者および政党の選択の対象に
ならないと考えられたからである。
　これに対し，Kunieda（1988, 2012），國枝

（2004）は，正しい可能性は低いが，正しけれ
ば非常にハッピーな結果をもたらす魔術的経済
政策（または広義の voodoo economics）を明
示的に組み入れた政治経済モデルを構築した。
同モデルは，我が国の怪しい経済政策と政党の
関係を考える上で，有用な枠組みを提供してい
る。その詳細は，國枝（2004）を参照されたい
が，本稿では，以下，その概要を説明する。

⑴　 2 つの経済政策からの投票者の選択
　現実的（realistic）で正しい確率が高いが，
痛みを伴う経済政策と正しい確率は非常に低い
が，正しければ非常にハッピーな結果をもたら
す魔術的（magical）経済政策の 2 つがあると
考えよう。後者の代表例としては，経済成長が
あれば，増税不要で財政再建可能とする voo-
doo economics や我が国のポンジー財政政策が
挙げられよう。ただし，この魔術的経済政策は
実施されると，高い確率で失敗し，経済厚生は
大幅に低下し，その誤りが一般国民にも明らか
になるとしよう。
　一般国民は魔術的経済政策が怪しげな政策で
実現可能性が低いことは認識できるであろう。
しかし，一般国民には，アカデミックな大学教
授と政策プロモーターの区別は容易につかず，
弁舌鮮やかな政策プロモーターの言葉に本当よ
り少しだけ高く，正しいとの（主観的）確率を
付してしまうとしよう。その他の点については，
一般国民は政治選択を通じ，期待効用の最大化
を図る合理的な投票者だとする。その場合，魔
術的経済政策の主張が非常にハッピーなもの

（非常に高い効用）である場合，正しい確率が
低くとも，確率×効用で決定される期待効用は，
現実的だが痛みを伴う経済政策の期待効用より
も大きくなりうる。結局，魔術的経済政策の確
率が低いとわかっていても，魔術的経済政策を
提案している政党を選挙で選んでしまうのであ
る。
　 同 様 の 議 論 は，Quattrone and Tversky

（1988）のように，個人がリスクを伴う選択を
行う際に，期待効用ではなく，確率の低い事象
に少し高いウエイトが付される評価関数を想定
した上で，期待評価関数を最大化させるとする
行動経済学のプロスペクト理論に基づいても同
様の結果を得ることが可能である。

⑵　長期政権下の選択
　かつての自民党のように，政権政党が長期に
わたり，多数を占めているような状況を考えよ
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う。この場合，経済政策以外の要因もあり，経
済政策の選択により，選挙での議席数は増減す
るものの，政権交代は起こらない。
　その前提で，まず与党の側に立つと，魔術的
経済政策を提案した場合，選挙での議席数は増
やせるかもしれないが，公約した以上，魔術的
経済政策を実施せざるをえないことになる。魔
術的経済政策は高い確率で失敗し，与党は国民
の信頼を失い，場合によっては政権交代を余儀
なくされるおそれもある。これに対し，現実的
な政策を打ち出した場合，議席は失うかも知れ
ないが，仮定により政権交代までには至らない。
この 2 つの結果を比較した場合，長期政権与党
は，不人気だとしても現実的な経済政策を提案
することになろう。
　他方，少数野党の立場に立つと，魔術的経済
政策を打ち出せば，議席が増加する。しかも，
政権交代にまで至らないので，自らの政権で魔
術的経済政策を実施することにはならず，政策
の失敗により党の評判を落とすこともない。
従って，少数野党は魔術的経済政策を提案する。
　結局，多数与党は現実的な政策を提案し，少
数野党は魔術的経済政策を提案する。多数与党
は議席は失うが，過半数は維持し，現実的な経
済政策が実施される。自民党の長期政権の間，
野党は財政状況に関係なく，所得税減税を要求
し続け，1980年代後半には，所得税減税および
消費税導入を含む税制改革を提案する政府に対
しても，社会党を中心に自然増収，行政改革お
よび不公平税制是正により財政再建が可能だと
訴え続けた。こうした野党の姿勢は，経済学者
から現実的ではないと批判されたが，上記モデ
ルに基づけば，そうした行動を説明することが
可能である。

⑶　政権交代の可能性のある場合
　提案する経済政策如何で，政権交代の可能性
がある状況では，各政党の対応も変わってくる。
　政権与党は，現実的な経済政策を提案すれば，
野党に魔術的経済政策を提案されて，政権交代

となってしまう可能性がある。他方，野党に対
抗して，魔術的経済政策を提案すれば，政権を
維持できるが，公約どおり魔術的経済政策を実
施すれば，高い確率で失敗して，政権を失うお
それが出てくる。他方，現在の少数野党は，魔
術的経済政策を提案すれば，政権与党が現実的
な経済政策を掲げている限り，政権を奪取でき
る。ただし，その場合，魔術的経済政策を実施
しなければならず，高い確率で失敗し，その後，
国民の信頼を失ってしまうことになる。次の選
挙で勝つことのみを考えて，魔術的経済政策を
提案するか，その後のことまで考えて，現実的
な経済政策を提供するかのトレードオフを考慮
することになろう。
　このため，各政党の提案とその結果について
は，いくつかの可能性が生じることになる。
1990年代後半の橋本内閣において，野党から財
源なき減税という魔術的な財政政策の要望が出
される中，橋本総理は財源なき減税に抵抗した
が，参議院選挙が近づく中，支持率低下に対応
して，将来の財源を懸念しつつも，恒久的な減
税を打ち出した。このことは，野党の魔術的経
済政策に追い詰められた政権与党が，将来の財
源を懸念しつつも魔術的経済政策を提案する本
モデルの枠組みで説明が可能である。
　また，この政治ゲームの結果は各政党の将来
の便益を割り引く割引率にも依存する。例えば，
政党幹部の年齢が若く，将来のことまで考慮し
ている場合は，割引率が低くなり，将来，魔術
的経済政策が失敗した場合の影響まで十分勘案
するので，現実的な政策を打ち出す可能性が高
くなるが，政党幹部がベテランばかりの場合は，
将来よりも直近の選挙の勝敗を重視するため，
魔術的経済政策を採用する可能性が高くなる。
民主党において，若手が幹部に多かった岡田代
表の時代に年金改革のため，消費税増税を行う
ことを認めたが，ベテランが幹部に多かった小
沢代表の時代には，消費税増税を否定し，埋蔵
金により財政再建が可能との方針に変更された
ことは，本稿のモデルで説明可能である。
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⑷　最近の政治状況との関係
　現在，民主党が消費税の10%への社会保障と
税の一体改革を提案する一方，野党である自民
党が同じく消費税10%への引上げの必要性を認
識しつつも，改革に積極的に協力する姿勢は見
せておらず，Alesina and Drazen（1991）の消
耗戦モデルのように，他に現実的な解決策がな
いにもかかわらず，合意が先送りされている状
況にある。
　他方，本モデルで示したように， 2 大政党が
消費税増税の必要性を認める中，少数政党に
とっては，増税なしの財政再建という魔術的経
済政策を打ち出すことで，自らが魔術的経済政
策を実施して，国民の信頼を失うというリスク
を負うことなく，議席増加が期待できる状態に
ある。このため，少数政党には，魔術的経済政
策を提案する強い誘因が存在している。
　民主党，自民党の両政党の支持率が低迷する
中，少数野党の魔術的経済政策が国民の間で人
気を得るようになれば，両党においても次期選
挙への影響を考慮して，魔術的経済政策を提案
すべきとの要望が党内部から生じるおそれもあ
る。
　残念ながら，今後とも我が国の政治において，
魔術的経済政策が及ぼす影響は無視することが
できないものと思われる。

10 ．魔術的経済政策と経済学者の 
果たすべき役割

⑴　経済学者の政策決定における役割
　経済学者の役割を見るために，図 1 のような
単純な今期の消費と翌期の消費の選択を考える。
　生産可能性曲線は，実際に実現できる最大限
の今期と翌期の消費額の組み合わせであり，こ
れを超えた点（図では生産可能性曲線の右上の
領域）は実現不可能である。
　図 1 の A 点は生産可能性曲線の内側にあり，
不必要な規制等で非効率が発生していると考え
らえる。この場合，規制緩和等で生産可能性曲

線上の点（図では B 点）に近づけていく方策
をアドバイスすることが，経済学者の役割と言
えよう。こうした経済学者の役割は，一般的に
経済学者の間でも，一般の人々の間でも認識さ
れているものである。

A 
B 

C

生産可能性曲線

C1

C2

C2** 

C2* 

（図 1 ）

　しかし，中にはやりすぎてしまう者も出てく
る。生産可能性曲線を超え，本来，実現不可能
な C 点も，自ら提案する政策により実現可能
だと主張するのである。これが政策プロモー
ターである。学者的良心を持たぬ政策プロモー
ターは，理論や実証研究で示された生産可能性
曲線を無視し，はるかにハッピーな結果を実現
できると主張する。
　こうした政策を提案・支持する政策プロモー
ターは，政治家にとってきわめて貴重な存在で
あり，重用されることとなる。こうした政策プ
ロモーターの行動は，心理学の実験でよく知ら
れる「ハンスの賢い馬」に例えることができよ
う。
　19世紀末のドイツの農夫ハンスの飼う馬は，
簡単な計算の答を，正解に対応した数だけ足を
踏みならし，答えることができ，評判となった。
ハンスも純朴な性格で詐欺を働くとは思えな
かった。しかし，その後の調査で，実は，馬は，
ハンスが正しい回数に近づくと無意識のうちに
反応することを察知し，足を鳴らすのを止めて
いた。これは，心理学の実験で，被験者が実験
者の望む反応をしてしまうおそれを指摘するエ
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ピソードとして知られている。政策プロモー
ターの中には，「ハンスの賢い馬」のように，
政治家の望む選挙民受けする政策を提案するこ
とに自らの存在意義を見いだす者も生まれてく
る。
　しかし，政策プロモーターのアドバイスに従
い，C 点に対応する今期の消費 C1が消費され
てしまえば，実際には C 点は実現できない。
生産可能性曲線の上の点しか実現できないので，
翌期の消費は最大でも図 1 の C2

＊＊となってし
まう。翌期の消費が将来世代の消費だとすれば，
将来世代は消費水準の大幅な低下という形で負
担を負わされることになる。
　こうした政策プロモーターの提案に対し，経
済学者のもう一つの重要な役割は，図 1 の C
点のような実現不可能な消費の組み合わせにつ
き，それが不可能であることを周知していくこ
とである。生産可能性曲線上のどの点を選択す
るかは，選挙等を通じた国民の価値判断による
べきものであるが，ある政策が生産可能性曲線
上にない実現不可能なものであることを指摘す
るのは，経済学者の仕事である。

⑵　魔術的経済政策への有効な批判のあり方
　魔術的経済政策は，当然，学界では疑問視さ
れることが多いが，前節のモデルで示したよう
に，一般国民や政治家に魔術的経済政策が正し
い確率が低いと認識されていても，政治的には
有力な説となりうる。魔術的経済政策が実行さ
れるような事態を避けるにはどうすべきか考え
てみよう。

①　経済学者個人による努力
　経済学者による魔術的経済政策への対応は，
経済学者個人がメディアやブログ等を通じて，
魔術的経済政策の批判を行い，国民にその問題
点を理解してもらうことが基本となる。成功時
の結果がハッピーな場合も，国民のその政策に
付す主観的確率が十分低くなっていれば，国民
はその政策を選択しない可能性がある。
　ただ，魔術的経済政策への批判は，学術的に

は評価されないにも限らず，場合によってはブ
ログの炎上その他の被害を受けることもあるな
ど，苦労の多いものである。しかも，政策プロ
モーターは学者的な良心を持たないので，学術
的な誤りを指摘しても，魔術的経済政策の主張
を止めるといった反応は期待できない可能性も
ある。しかし，クルーグマンが指摘するように，
魔術的経済政策への批判を怠ると，政策決定の
中枢まで占拠され，魔術的経済政策が実施され，
その国の経済が大きな打撃を受けるということ
になりかねない。

②　学会としての対応
　魔術的経済政策への対応として，経済学者個
人ではなく，有志グループやさらには学会とし
ての批判を行うことで，単なる経済学者間の見
解の相違に基づく論争ではないことを明らかに
し，魔術的経済政策の正当性を減じることも考
えられる。
　医学の分野においては，怪しげな療法の是非
は似非科学研究の一大トピックであるが，その
影響が深刻と考えられる場合には，学会名でそ
うした療法を批判することがある。最近では，
2010年 8 月に日本学術会議がホメオパシー（レ
メディー（治療薬）と呼ばれる「ある種の水」
を含ませた砂糖玉があらゆる病気を治療できる
と称するもの）につき，ホメオパシーの治療効
果は科学的に明確に否定されており，これを

「効果がある」と称して治療に使用することは
厳に慎むべき行為であり，すべての関係者はホ
メオパシーのような非科学を排除して正しい科
学を広める役割を果たさなければならない等の
会長談話を発表した。これに呼応して，日本医
師会および日本医学会の両会長も会見を行って
いる。
　残念ながら，理想的な実験が難しい経済学に
おいては，魔術的経済政策についても100%否
定することは難しく，学会関係者全員の合意を
得ることは困難であろうが，学界全体で魔術的
経済政策の問題点を明らかにしていこうとする
態度には学ぶべき点があるものと考えられる。
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③　政策決定における専門家の役割の重視
　北村一橋大教授が指摘したように，政策決定
における専門家の地位が低下した結果，魔術的
経済政策を批判すべき専門家の意見が反映され
なくなり，政策プロモーターの跋扈を許したと
いう一面があるのは確かである。
　図 1 の生産可能性曲線がどこにあるかの分析
は，本来，専門的な知見に基づいてなされるべ
きである一方，生産可能性曲線上の多くの点か
らどれを選択するかは，国民の価値判断の問題
であり，国民の支持を受けた政治家が判断すべ
き問題である。政治家主導といっても，専門的
知見が必要な部分については，専門家の意見を
尊重すべきと考えられる。役割分担をはっきり
した上で，政策決定における専門家の役割を重
視していくことが望まれる。

⑶　根拠ある経済政策の重要性
　似非科学研究においては，ガードナーらの

「研究のスタイル」から似非科学か否かを判断
する分析から，「統計的根拠に基づく」主張と
なっているか否かに着目する分析に移行してき
ている。統計的根拠に基づくとの考え方を反映
したものとしては，「根拠に基づいた医療

（EBM）」がある。膨大な臨床結果の分析によ
り統計的根拠がある療法による医療が推奨され
ることで，そうした根拠を持たない治療法（上
述のホメオパシー等）は排除されていく。
　経済政策においても，根拠のある経済政策が
望ましいと考えられる。しかし，現実には，必
ずしも根拠のない主張に基づく政策決定がなさ
れてきた。例えば，2000年代初めには，税制改
革のあり方につき，voodoo economics の論理
で財源なき減税を主張する財界人等とそれを否
定する政府税制調査会等の間の論争があった。
　我が国で voodoo economics が成立するため
には，非常に高い労働供給または課税所得の弾
力性が必要になるが，我が国における労働供給
および課税所得の弾力性の推計はほとんど存在
しておらず，2001年の内閣府政策統括官のマイ

クロデータに基づく推計でも課税所得の弾力性
は非常に小さいことが確認された（内閣府政策
統括官〈2001〉）にもかかわらず，インセン
ティブ重視のためという理由で，高額所得者を
中心とする所得減税が行われた。
　もっとも，我が国において根拠に基づかない
経済政策が行われる背景には，我が国において
は，マイクロデータ利用に対する制約が厳し
かったこと等から，十分な実証研究が蓄積され
ておらず，そのため，魔術的経済対策に対し，
データに基づく反論が難しいという問題があっ
た。
　今後は，根拠のある経済政策の実施へ政策決
定プロセスを変換していく必要がある。その前
提として，我が国においても，マイクロデータ
に基づく実証研究が蓄積されることが不可欠で
ある。マイクロデータの利用拡大で実証研究が
蓄積されることにより，魔術的経済政策の影響
を抑制し，まともな政策論争につなげていくこ
とが可能になることに鑑みれば，政府としても
マイクロデータの利用拡大に積極的に取り組ん
でいくことが望まれる。

11．終わりに

　本稿において述べたとおり，社会保障と税の
一体改革素案で示された税制改革案の方向性に
ついては，有識者の間で異論の少ないものと考
える。しかし，我が国の税制改革の最大の課題
は，政治的に消費税増税を含む税制改革を実現
できるかにある。このため，本稿の後半におい
ては，世代間公平確保法（試案）の紹介，魔術
的経済政策の共通点やそれが政治的に採用され
るメカニズムにつき検討した。最後に魔術的経
済政策が影響力を強める中，経済学者に求めら
れる役割についても論じた。本稿後半の議論に
ついては，これまであまり論じられてこなかっ
たが，税制改革の実現という観点からは非常に
重要である。今後とも，この分野での研究が進
むことを望みたい。
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